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すべての人が人として尊ばれ，基本的人権

が保障された明るく住みよい社会の実現は，

私たちの強い願いです。 

 しかし，現実の社会においては，依然として

様々な人権侵害の事象が存在しており，今こ

そ市民一人ひとりが力をあわせ，人権が尊重

される住みよい鈴鹿市を築かなければなりま

せん。 

 よって，私たちは，自らの人権意識を高め，

人権尊重の輪を広げるために，ここに鈴鹿市

を「人権尊重都市」とすることを宣言します。 

 

1993(平成5)年 10月 1日 
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第1章 基本的な考え方 

 

１ 基本方針改定の背景 

 

本市では，「人権尊重都市宣言」及び「鈴鹿市人権擁護に関する条例」に則り，人権問題の現実

を直視し，人権擁護に関する諸施策を遂行していくため，「鈴鹿市人権擁護に関する施策基本方針」

（以下，「施策基本方針」という）を策定し，積極的に人権教育・啓発活動を推進してきました。 

２００９（平成２１）年に一部見直しを行い，その後，人権問題に関する市民の意識について

現状を把握し，これまで進めてきた様々な施策や取組の成果と課題を的確に捉えた上で，今後の

人権に関する施策を効果的に推進するため，本市が２０１６(平成２８)年に実施した「人権問題

に関する市民意識調査」(以下，「２０１６年調査」という)の結果と，前回の見直し以降，社会情

勢の変化や新たに対応すべき課題などを踏まえ，この度，基本方針の見直しを行いました。 

 

(１)国際社会の動き 

 国際連合(以下，国連という)は，１９４８(昭和２３)年１２月１０日「世界人権宣言」を採択

後，この基本的精神を実現するため，１９６５(昭和４０)年に「人種差別撤廃条約」，１９６６(昭

和４１)年には，法的拘束力を持つ「国際人権規約」を採択しました。 

 その後も１９６８（昭和４３）年の「国際人権年」のほか１９７９（昭和５４）年の「女子差別

撤廃条約」，１９８９（平成元）年の「児童の権利に関する条約」，２００６（平成１８）年の「障

害者権利条約」などによって，人権尊重や差別撤廃に向けた取組が行われてきました。 

人権教育の面においては，１９９３（平成５)年ウィーンで開催された国連の世界人権会議で「ウ

ィーン宣言及び行動計画」が採択され，人権が普遍的であり，人権が正当な国際的関心事であるこ

とを確認し，人権教育の重要性が強調されました。 

 更に１９９４(平成６)年の第４９回国連総会では，１９９５(平成７)年から２００４(平成１

６)年までの１０年間を「人権教育のための国連１０年」とし，世界のあらゆる国や地域において

「人権という普遍的文化」の構築に向けて，人権に関する教育啓発活動に積極的に取り組むよう

要請されました。 

また，２００５（平成１７）年に人権教育を積極的に推進することを目的とした「人権教育のた
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めの世界計画」が採択され，これを受けて「人権」が世界の共通語となり，世界各地で人権に関す

る様々な取組が進められています。 

 

(２)国内の動き 

国内においては，１９４７(昭和２２)年に「基本的人権の尊重」を基本原理の一つとする日本国

憲法が施行され，それ以降，人権に関する様々な制度や施策の充実が図られてきました。 

 また，人権を尊重する国際的な流れの中で，多くの人権関連条約が批准されてきました。国連総

会における「人権教育のための国連１０年」の決議を受けて，これに関わる施策を推進するため，

１９９７(平成９)年には，「『人権教育のための国連１０年』に関する国内行動計画」が策定されま

した。 

 ２０００(平成１２)年には，児童の心身の成長に多大な影響を与える児童虐待を防止するため，

「児童虐待の防止等に関する法律」，人権の擁護に資することを目的として「人権教育及び人権啓

発の推進に関する法律」が施行され，人権教育及び人権啓発に関する理念や国，地方公共団体，国

民の責務などが定められました。 

その後，「犯罪被害者等基本法」が２００５(平成１７)年に，「高齢者に対する虐待の防止，高齢

者の養護者に対する支援等に関する法律」及び「障害者自立支援法」が２００６(平成１８)年に施

行されました。 

２０１２（平成２４）年には，障害者に対する虐待が障害者の尊厳を害するものであり，障害者

の自立及び社会参加にとって障害者に対する虐待を防止することが極めて重要であることとして

「障害者の虐待の防止，障害者の養護者に対する支援等に関する法律」が施行されました。また

「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」が２０１４(平成２６)年に改正さ

れています。 

更に２０１６(平成２８)年４月には「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律(以下，

「障害者差別解消法」という)」，同年６月には「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に

向けた取組の推進に関する法律(以下，「ヘイトスピーチ解消法」という)」，１２月には「部落差別

の解消の推進に関する法律(以下，「部落差別解消推進法」という)」が施行されました。 

このように人権に関する個別の法律の整備により，社会は差別解消に向けた方向に進んできて

います。しかし，様々な偏見や差別，職場等でのハラスメント問題，児童等に対する虐待など人

権問題が後を絶たず，国際化，少子・高齢化，技術革新など時代環境の変化や急速な進展に伴

い，人権問題は複雑・多様化するとともに，性的指向や性自認，ホームレスなど，新たな人権に
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関わる問題も生じてきており，人権教育，啓発の取組が一層求められています。 

 

（３）三重県の動き 

三重県においては，１９９０（平成２）年に，あらゆる差別をなくすために，全国にさきがけて

「人権県宣言」が県議会で決議され，また，１９９７（平成９）年には，「人権が尊重される三重

をつくる条例」が制定されました。この条例に基づき総合的に人権施策を推進するため，１９９９

（平成１１）年に「三重県人権施策基本方針」及び「三重県人権教育基本方針」が策定されました。

「三重県人権施策基本方針」については，２００６（平成１８）年に第一次改定がなされ，以後，

その理念を継承しつつこれまでの取組を検証するとともに，残された課題への対応や今日的な課

題を加え，第二次改定が２０１５（平成２７）年に行われています。 

 

（４）鈴鹿市の取組 

 本市では，市民一人ひとりの人権が尊重され，明るく住みよい社会の実現を願い，人権尊重の

輪を広げようと１９９３（平成５）年に「人権尊重都市宣言」を行い，１９９６（平成８）年に

は，憲法やこの宣言の趣旨の実現を目指した「鈴鹿市人権擁護に関する条例」を施行しました。 

更に，これまでの人権意識の高揚に向けた啓発事業を踏まえ，人権擁護に関する施策を総合的

に推進するため，２０００（平成１２）年に「施策基本方針」を策定しました。 

また，２００３（平成１５）年には，同和教育の理念や成果を重要な柱とした人権教育を推進す

るため，「鈴鹿市人権教育基本方針」（以下「人権教育基本方針」という）を策定しました。その後，

教育を取り巻く状況の変化や依然として存在する課題等に対応するため，２０１２（平成２４）年

には人権教育基本方針の改定を行っています。 
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２ 基本理念 

 

明るい未来を切り開いていくためには，人権が尊重された社会の創造・発展に向け，人権意識の

高揚が必要となります。それには人権啓発だけでなく，人権擁護の視点に立ったまちづくりも進

めていかなければなりません。 

この施策基本方針では，このような視点に立ち，総合的に人権擁護施策を推進して，未来に輝く

まち・鈴鹿市を市民の皆様とともにつくるために，次の７つの基本理念を掲げます。 

 

○ 一人ひとりを大切にします。 

 

○ すべての人が尊重される魅力あふれる地域をつくります。 

 

○ 自然と人が調和した豊かな環境を育みます。 

 

○ 多様性を尊重し，互いに支え合う社会の実現を目指します。 

 

○ 就労の自由を保障し，誰もが活躍できる職場環境をつくります。 

 

○ 男女共同参画社会の実現を目指します。 

 

○ 地域共生社会の実現を目指します。 
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３ 人権擁護推進の基本的方向性 

 

全ての人権が尊重され住みよいまちを実現するためには，それぞれの分野ごとの事業を推進す

るだけでは十分な対応ができません。そこで，行政全般の人権擁護に関する側面から，次の８つの

基本的方向性を設定します。 

 

○ ユニバーサルデザインのまちづくり 

自由な生活を妨げる意識，慣習面や物理的なバリアをなくし，すべての人が大切にされるまち

づくりを進めます。 

 

○ 未来を担う人づくり 

「青少年健全育成都市宣言」の趣旨に則り，学校，家庭，地域社会，関係機関が連携を図り，子

どもたちが様々な経験を通じて，国際的な人権感覚に基づく幅広い人間性を身に付け，自分に合

った生き方を選ぶことができる社会づくりを進めます。 

 

○ 安全・安心のまちづくり 

 災害に強いまちづくりを進めるとともに，すべての人が健やかに安心して生活できる保健，医

療，福祉，防災，減災の情報提供や相談機能を充実させ，万一の事態が発生したときに，被害を最

小限にとどめる地域での支援体制が機能するまちづくりを進めます。 

 

○ 環境重視のまちづくり 

 生態系の保全，多様な自然環境の保全形成及び再生を進めるとともに，人の生活や営みによっ

て環境に悪い影響を与えないまちづくりを進めます。 

 

○ 多文化共生と文化振興のまちづくり 

 日常生活のなかで，地域・世代・国籍・民族による差別なく教育・文化などを享受できるよう充

実させるとともに，それぞれの歴史・伝統的文化の継承に努め，それらを通じて，人が人として尊

重されるまちづくりを進めます。 
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○ 明るい人間味のある職場環境づくり 

 ゆとりや充実した勤労者生活の支援と能力開発の機会の提供を図り，雇用差別をなくし，意欲

ある人々が個性や能力を発揮することができる環境づくりを進めるとともに，様々な交流を通じ

て，互いに出会いと発見の喜びが実感できる職場環境づくりを進めます。 

 

○ 男女共同参画社会の実現を目指したまちづくり 

 すべての人が自分らしくいきいきと生きていくためには，男女が日常生活や社会のあらゆる場

面においても性別に関係なく能力を十分に発揮でき，個性が尊重され，地域活動などに積極的に

参画できるまちづくりを進めます。 

 

○ 地域共生社会の実現を目指したまちづくり 

すべての人々が，性別・年齢・障がいの有無・国籍等にかかわらず，地域で共に助け合って暮ら

すことができ，一人ひとりの暮らしと生きがいを，地域とともに創っていくまちづくりを進めま

す。 
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第２章 人権施策の推進 

 

行政に関する業務はあらゆる分野において，市民一人ひとりの生活に関連するとともに，憲法で 

保障された基本的人権をはじめとする，様々な権利に深く関わっています。 

地域社会や社会構造の変化により，人権課題もより複雑化・多様化してきている中，すべての人

が人として尊ばれ，差別や偏見なく互いに認め合い，明るく住みよい鈴鹿市を築いていかなけれ

ばなりません。 

そのためには，人権擁護のための施策を企画立案し，積極的に遂行することが重要であり，市

民及び市は，それぞれの果たす役割及び責任の下で，互いに協力し合い，常に人権を尊重する意識

を持つとともに，自己啓発を行い，人権に対する認識を高める努力をして，人権の視点に立った取

組を推進します。 

 このため，市政のあらゆる分野において，次の 3 つの視点から人権尊重を基調とした施策を

総合的に展開します。 

 

１ 人権啓発の推進 

２ 人権教育の推進 

３ 相談・支援体制の充実 

 

１ 人権啓発の推進 

 

 人権尊重の地域社会を築いていくためには，すべての市民が人権の意識と共存の重要性を理解

し，市民一人ひとりが持つ多様性を尊重していくことが重要です。 

 ２０１６年調査では，前回調査と比較すると，全体的な傾向として，市民の人権意識が高くな

り，啓発活動の効果が見られた一方で，「差別は，人間として恥ずべき行為の一つである」また，

「交通機関や様々な施設において，障がい者も自由に利用できるように改善することは当然であ

る」との考え方や意見について，そう思わないとする市民がいるなど，差別意識が無いとは言えま

せん。 

また，自分が人権侵害を受けたと感じたときの対処法として「何もせず，がまんした」と回答し
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た割合が高く，相談・支援体制の充実を図る必要があるという結果も出ています。 

 人権問題の解決には，まず，差別の存在を認識しなければなりません。そして，解決に向けた取

組を自分自身の課題とするとともに，世間体を気にして同調志向となってしまったり，傍観者的

立場となってしまったりする態度を克服し，あらゆる人権問題への解消に向けた取組へ繋げてい

く啓発を推進します。 

 人権問題は，特定の人だけの問題ではなく，一人ひとりと密接に関連しているという認識を深

めるためにも，性別，年齢，職業，地域，文化的活動など様々な特性を通じて，生涯学習と位置づ

け啓発活動を行います。 

 

２ 人権教育の推進 

 

 人権教育は，自分の人権を守り，他者の人権を守るための行動ができる力を育み，人権文化を構

築する主体づくりを目的としています。 

学校教育においては，同和教育の理念や成果を重要な柱とした人権教育を推進するために策定・

改定された人権教育基本方針のもと，就学前の保育や幼児教育も含め，人権問題に関わる学習の

定着・促進を図るとともに，教職員研修の充実も必要です。 

 社会教育においては，行政をはじめとして，公民館等の社会教育機関，更に家庭や社会に多面的

な影響力のある企業や団体等においても，あらゆる場で人権に関する研修等の推進が必要です。 

 

３ 相談・支援体制の充実 

   

人は，誰もが予期せず偏見や差別を受けることがあります。２０１６年調査では，「最近５年間

で自分の人権が侵害されたと感じたことがあるか」について約１４％の人が人権侵害を受けた経

験があり，そのうち約５０％が，人権侵害を受けたときの対処法について「何もせず，がまんし

た」としています。 

 このような状況の中，一人ひとりの人権が尊重され，誰もが安心して快適に生活を送れること

を目指し，様々な人権侵害に関わる問題を解決につなげるため，利用しやすい相談体制づくり，被

害者等からの相談への対応など，関係部署と連携して相談・支援の推進に取り組みます。 
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第３章 主な人権課題と取組 

 

国や三重県の取組，２０１６年調査等により明らかになった「女性」「子ども」「高齢者」「障が

いのある人」「外国人」に対する差別意識のほか，今後も継続的に取り組む必要のある「同和問題」，

また，情報化社会の進展に伴い新たな問題として生じている「インターネット上の人権問題」，「性

的指向」や「性自認」に関する偏見や差別など，これまでの取組の成果等を踏まえつつ，人権意識

の啓発の必要性が高いこれらの課題を本市が重点的に取り組むべき主な人権課題として位置づけ，

より一層，啓発等を推進します。 

また，これらの人権課題は，それぞれの課題が重なり合って，更に困難な状況に置かれるといっ

た，複合的な課題として認識し，取組を推進していきます。 

 

１ 女性 

 

 男女がともに互いの人権を尊重しあい，その個性と能力が十分に発揮されるような生き方が尊

重されるためには，固定的な性別役割分担意識を解消することが重要です。 

 ２０１６年調査の「子育ての間は，母親は育児に専念したほうがよいという意見についてどう

思うか」では，「そう思う・どちらかといえはそう思う」を合わせると４割近くを占めています。

育児に限らず，家事などについては「男・女」といった性別で役割を決めるべきではないものの，

今もなおそのような意識があることを表しています。 

 また，性犯罪等の女性に対する暴力，夫・パートナーからの暴力，職場におけるセクシュアル・

ハラスメントやマタニティ・ハラスメントなどの妊娠出産等を理由とする不利益取扱い等の問題

が，女性の人権に関する重大な社会問題となっています。 

固定的な性別役割分担意識を見直すための教育・啓発を推進するとともに，あらゆる機会での

平等に向けた取組を強化していくことが必要です。 

こうした現状を踏まえ，男女共同参画に関する施策の中で，誰もが個性と能力を十分に発揮し，

夢を持って暮らせるまちづくりを目標とし，次の３点に取り組みます。 
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（１） 男女共同参画意識の向上 

男女共同参画に関する基本的な学習機会の充実や啓発活動に努めるとともに，様々な情報ツー

ルを活用して，より効果的な広報活動と情報発信を展開します。 

 

（２） あらゆる分野における男女共同参画の推進 

行政や民間企業，地域など，あらゆる組織や団体の意思決定の場や指導的立場への女性の参画

が進むよう関係機関に働きかけます。 

 

（３） ジェンダーの視点に立った人権尊重と性差に応じた健康支援 

DV（ドメスティック・バイオレンス）やセクシュアル・ハラスメントなどが，重大な人権侵害

であることの理解を広めます。また，ジェンダーに起因する心身の不調への健康支援に取り組み

ます。 

 

２ 子ども 

 

 児童福祉法により，すべての児童は「児童の権利に関する条約」の精神に則り，適切に養育さ

れ，愛され，保護されること，その心身の健やかな成長及び発達並びにその自立が図られることに

加え，その他の福祉を等しく保障される権利を有しています。 

 しかし，少子化や核家族化の進行，地域社会における人間関係の希薄化，価値観や生活スタイル

の多様化，情報化技術の進歩などにより，子どもたちを取り巻く社会環境は大きく変化しました。 

 こうした中で，児童虐待・いじめ・不登校・親や子どもの貧困，有害情報の氾濫・性の商品化な

ど，子どもの権利に関する重大な社会問題が発生しています。 

 今後も，社会全体で子ども・子育てを総合的に支援する取組を推進するとともに，子どもの人権

についての教育・啓発活動の推進，虐待やいじめなどの発生防止や早期発見に向けた取組を強化

していくことが必要です。 

こうした現状を踏まえ，家庭，学校，地域社会が連携し，子育てや子どもの成長に喜びや生きが

いを感じることができるような子育て環境をつくるため，次の２点を主な目標として取り組みま

す。 
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（１）子育て家庭を支援する視点 

子どもたち一人ひとりが，国籍や，出生，性別，障がい等により差別されることなく権利が尊重

されることや虐待，貧困等様々な問題についても解決されることで，健やかな育ちが保障される

よう，地域社会全体で子育て家庭を支援する視点に立った取組を進めます。 

 

（２）すべての子育て家庭への支援の充実 

障がいのある子どもや，虐待等により配慮が必要な家庭及び外国人の家庭においては，子ども

の特性に合わせた継続的な支援をしていきます。 

 

３ 高齢者 

 

 全国的に少子高齢化が進行する中で，本市においては，２０１５(平成２７)年９月現在の高齢

化率(総人口に占める６５歳以上人口の構成比)は２２．９％でしたが，２０１７(平成２９)年９

月には２４．０％となっています。更に団塊の世代がすべて７５歳以上となる２０２５年には高

齢化率２６．２％と推計されており，高齢化は急速に進んでいます。 

今後，より高齢化が進行する中，高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らしていくことができ

る環境を整え，また，高齢者の介護予防と社会参加を促進していく必要があります。 

 こうした現状を踏まえ，地域の実情に応じた高齢者福祉施策を推進し，地域の中で高齢者が自

分らしく生きるまちを目指し，次の２点を目標として取り組みます。  

 

（１）地域包括ケアシステム構築の推進 

高齢者が医療や介護が必要な状態や認知症になっても，できる限り住み慣れた地域で自立した

生活が営めるように，地域包括ケアシステムの構築に向けた取組を推進します。 

 

（２）高齢者の福祉の推進 

高齢者が自らの意思で自立した生活を送れるように，高齢者の尊厳を守る視点から，高齢者の

権利擁護とともに虐待や差別の防止を図り，身近な地域で相談・支援が受けられる体制を整えま

す。 
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４ 障がいのある人 

 

本市では，障がいの有無にかかわらず，だれもが安心して暮らせるまちづくりを実現するため，

障がい者施策を推進してきました。 

国においては，障がいのある人に関する法律の施行や改正が行われ，２０１６（平成２８）年 

４月には，「障害者差別解消法」が施行されました。これに伴い，本市でも２０１６(平成２８)年

１１月に「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律に基づく職員の対応に関する要領」

を策定し，差別のない共生社会を目指しています。 

こうした現状を踏まえ，障がいのある人もない人も，全ての人がその人らしい生活を，地域で自

立して営めることを目標とし，次の５点に取り組みます。 

 

（１）心の通う社会の形成 

障がいの有無にかかわらず，支えあって生活できる「地域共生社会」の実現を目指します。 

 

（２）保健・医療の充実 

国の福祉施策に対応し，保健・医療サービスの提供体制を個人の状況に応じて整備します。 

 

（３）保育・教育の促進 

一人ひとりの発達状況に合わせた切れ目のない保育・教育を充実します。 

 

（４）地域生活の支援 

国の福祉施策に対応し，サービスの充実や地域の見守り体制の確立により，地域における障が

いのある人の自立した生活を支援します。 

 

（５）就労・雇用の推進 

自立支援や生きがいにもつながるような就労支援サービスの充実を図ります。 
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５ 同和問題（部落差別） 

 

同和問題は，日本の歴史的過程で形づくられた身分制度により，長い間，国民の一部の人々が，

社会的に差別を受けてきた，我が国固有の人権問題です。 

国は，１９６９(昭和４４)年に「同和対策事業特別措置法」を制定し，以来，２００２(平成１

４)年３月末までの３３年間にわたり，同法に基づき地方公共団体と一体となって，同和地区の生

活環境等の改善，社会福祉の増進，職業の安定，教育の充実，啓発などに積極的に取り組んできま

した。 

 その結果，同和地区の生活環境等の改善をはじめとする物的な基盤整備は着実に成果を上げ，

様々な面で存在していた格差は大幅に改善されました。しかし，結婚や不動産取引時における差

別意識などについては，依然として解消されたとは言えない状況にあります。２０１６年調査で

は，「子どもの結婚希望相手が同和地区出身者だった場合のあなたの態度」について，「考え直すよ

うに言う・迷いながらも，結局は考え直すように言うだろう」を合わせると約２７％が，同和地区

出身者だと分かったら結婚を反対するとしています。 

 また，インターネット上では，差別的な書き込みのほか，特定の地域を同和地区であると指摘

し，不当な差別的取扱いを助長・誘発するなど，新たな問題も起こっています。このほか，同和問

題を口実に企業や官公署等に不法・不当な行為や要求を行う「えせ同和行為」は，同和問題に対す

る誤った認識を植え付け，解決の妨げになるなど，いまだに課題として残されています。 

 このような状況の中，２０１６(平成２８)年１２月には「部落差別解消推進法」が施行されまし

た。今後においても，同和問題を重要な人権課題の一つとして捉え，これまでの同和教育や啓発活

動によって積み上げられてきた実績を踏まえ，引き続き次の３点を推進していきます。 

 

（１）啓発活動の推進 

同和問題について，広報紙や啓発物品，啓発事業等によって正しい理解と認識を持つよう，啓発

活動を推進していきます。 

 

（２）人権教育の推進 

同和問題を自分に関わる重要な問題であると捉え，積極的に取り組むことができるよう，人権

教育を推進していきます。 
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（３）総合的な行政による取組の推進 

同和問題の解消に関し，国，県及び他の地方公共団体との連携を図りつつ，地域の実情に応じた

施策を講じていきます。 

 

６ 外国人 

 

本市では，これまで，友好都市提携を結ぶ海外都市との国際親善だけでなく，市内に在住する外

国人との多文化共生を通じて，多様な文化や価値観への理解の促進など，市民の国際意識の高揚

に取り組んできました。 

しかしながら，２０１６年調査では「家主が外国人であることを理由に入居を拒否すること」に

ついて，半数を超える人が「人権侵害とはいえない」としています。外国人であるということだけ

を理由に，家主が入居を拒否することは人権侵害になります。 

本市において，このように外国人を排斥する意識が払拭されていない状況とともに，外国人市

民の定住化及び多国籍化の進展を見せるなか，本市が「国際交流都市」そして「人権尊重都市」に

値するか問われています。 

 昨今の外国人の人権を巡る課題のひとつとして，特定の民族や国籍の人々を排斥しようとする

不当な差別的言動が公然と行われることがあります。こうした差別的な言動は，いわゆるヘイト

スピーチであるとして社会的問題となっており，人々に不安や嫌悪感を与えるだけでなく，人と

しての尊厳を傷つけたり，差別意識を生じさせたりすることになりかねません。 

このような状況の中，２０１６(平成２８)年６月には「ヘイトスピーチ解消法」が施行されまし

た。 

 今後，地域づくりを推進していくためには，日本人と外国人双方がそれぞれの文化的，宗教的背

景などの立場を理解し，尊重し合える多文化共生の考え方が重要であり，外国人の人権が尊重さ

れる多文化共生社会の構築に向けた取組を推進していくことが必要です。 

こうした現状を踏まえ，互いの文化的違いを認め合い，誰もがいきいきと暮らせる多文化共生

のまちづくりを進めるために，次の３点を目標とし，多文化共生社会の実現に向け取組を推進し

ていきます。 
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（１）コミュニケーション支援 

外国人市民が日本語の習得や日本の文化，習慣等を理解するための支援を行うとともに，行政

窓口における通訳サービスや多言語による各種情報の提供を推進していきます。 

 

（２）生活支援 

教育，居住，医療，福祉，防災など生活に密着した情報を的確に提供するなど，外国人市民が地

域で安全・安心に生活を送れるよう支援していきます。 

 

（３）多文化共生の地域づくり 

日本人市民と外国人市民の交流の機会づくりを促進しながら，ともに地域社会で暮らしていく

ための地域づくりを推進していきます。 

 

７ そのほかの人権課題 

 

 これまで述べてきた６項目の主な人権課題のほかにも，次のような人権課題が存在します。こ

れらの人権課題については，人権尊重の視点から正しい知識の普及と啓発を図るとともに，関係

機関等と連携して相談・支援体制の充実を図ります。 

 

（１）インターネットによる人権侵害 

高度情報化に伴うインターネットの急速な普及は，利用者に大きな利便性をもたらす反面，

発信者の匿名性，情報発信の容易さなどインターネットの持つ特性により，他人を誹謗中傷す

る表現や差別を助長する表現，個人や集団にとって有害な情報が掲載されるなど，人権に関わ

る様々な問題が発生しています。 

２０１６年調査では，「インターネット上で，他人を誹謗中傷する表現や差別を助長する表現

などの情報が掲載されること」についてどう思うかということについて，約６０％が「許せない

人権侵害だと思う」としています。 

インターネットの特性とその影響を認識し，情報の収集・発信における個人の責任や遵守する

べき情報モラルについての理解が深まるよう啓発が必要です。 
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（２）性的指向，性自認 

人間の性のあり方は，生まれたときの性(からだの性)だけでなく，どのような人を好きになる

か・ならないかという「性的指向」，自分が認識している性(こころの性)「性自認」，どのような

性別として振る舞うか「性別表現」など，複数の性のあり方が組み合わされ，個人の性となって

います。性のあり方はすべての人にあり，そして人によって組み合わせは様々です。 

性的指向や性自認の中で，性的少数者の代表的な表現として「ＬＧＢＴ」があります。これ

は，レズビアン（女性同性愛者），ゲイ（男性同性愛者），バイセクシュアル（両性愛者），トラ

ンスジェンダー（心身の性が一致しない人）の頭文字を並べた言い方です。また近年では，性的

指向や性自認は多様にかつ誰にでもあるものであることから，「ＳＯＧＩ」(「ソギ」または「ソ

ジ」)と総称するようになっています。 

２０１６年調査では，「同じ性の人同士の恋愛・結婚も認めるべきだという意見についてどう

思うか」について，約２０％は「認めるべきではない」としています。 

すべての人の性的指向，性自認という特性について正しい理解や認識を深め，性の多様性が認

められ，その人自身が自分らしく生きていくための権利が尊重される社会の形成が必要です。 

 

（３）アイヌの人々 

アイヌ民族は，日本列島の先住民族として独自の言語や生活様式，文化を持っています。しか

し，国策とされた北海道内における開拓優先政策などの中で迫害され，長く差別と困窮を強いら

れてきました。１９９７(平成９)年「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統に関する知識の普及

及び啓発に関する法律」が施行され，現在，国において政策的な検討が進められています。 

アイヌ民族の文化や歴史を理解し，民族としての誇りを尊重することで，ともに生きる社会を

築くための取組を進めていくことが必要です。 

 

（４）ＨＩＶ感染者・ハンセン病疾患者等 

様々な病気について，正しい知識と理解が十分に普及しないため，病気に対する偏見や誤解に

より病気に関わる人が人権侵害を受ける現状があります。「ハンセン病」は，国による隔離政策と

官民一体となって行われた「無らい県運動」により，差別や偏見を助長してきました。また，「Ｈ

ＩＶ感染者」や「エイズ患者」は，日常生活で感染する可能性はほとんどないにもかかわらず，本

人に無断でＨＩＶに感染しているかどうか検査をされたり，アパートの入居を拒否される等の問

題が発生しました。 
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このようなことから，現在でもハンセン病回復者やその家族，ＨＩＶ感染者やエイズ患者等に

対し，正しい知識や理解の不足から，病気そのものや患者・感染者に対する差別意識が存在してい

ます。 

病気に関わる人が抱える生活上の問題を人権問題として捉え，その解決に向けた取組が必要で

す。 

 

（５）刑を終えて出所した人 

刑を終えて出所した人やその家族に対しては，根強い偏見や差別意識があり，本人に更生の意

欲があったとしても，就職や居住などの面で社会に受け入れてもらえないなど，現実は極めて厳

しい状況にあります。 

刑を終えて出所した人の社会復帰が阻まれたり，その家族の人権が侵害されたりすることのな

いよう，偏見や差別の解消に向けた啓発に努める必要があります。 

 

（６）犯罪被害者等 

犯罪被害者やその家族は，事件の直接的な被害にとどまらず，偏見による中傷など二次的被害

にも苦しんでいます。犯罪被害者等を支援するため，２００５(平成１７)年に「犯罪被害者等基本

法」が施行されており，犯罪被害者等に対してきめ細かな支援が必要です。 

 

（７）北朝鮮当局によって拉致された被害者等 

北朝鮮による拉致問題は，国民の生命・安全に関わる重大な問題です。２００６（平成１８）

年に「拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題への対処に関する法律」が施行され，毎年

１２月１０日から１６日までの１週間を「北朝鮮人権侵害問題啓発週間」としています。拉致被

害者の帰国が実現し，拉致問題が解決するために，関心を絶やさず，国家国民あげて取り組む必

要があります。 

 

（８）ホームレス 

近年の経済状況の変化により，生活困窮に至るリスクの高い人々や生活保護受給者が増大して

おり，日本の相対的貧困率は着実に上昇しています。自立の意思がありながら，やむを得ない事

情でホームレスとなり，健康で文化的な生活ができない人々が多数存在し，嫌がらせや暴行を受
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けるなど，人権問題が発生しています。ホームレスの人権に配慮するとともに，地域社会の理解

を深めていくことが必要です。 

 

（９）人身取引（トラフィッキング） 

性搾取，強制労働等を目的とした人身取引は，重大な犯罪であり，基本的人権の侵害です。そ

の被害者は子どもや女性など，社会的弱者が多いです。また，大昔のことでも，外国の話でもな

く，現代の日本で行われている人権侵害問題で，我が国も人身取引受入国のひとつとして数えら

れています。この問題について，他人事と捉えず関心と理解を深めていくことが必要です。 

 

（１０）東日本大震災に起因する人権問題 

２０１１(平成２３)年３月１１日に発生した東日本大震災と，それに起因する原子力発電所の

事故によって，風評での思い込みや偏見，心無い言動により，被災者を二重に傷つけることが発

生しました。また，避難所生活の中では，プライバシーが守られないことのほかに，高齢者，障

がい者，子ども，外国人などの「災害時要援護者」や女性に対する十分な配慮が行き届かないこ

となどの人権課題が顕在化しました。更に，長期化する避難生活のストレスから暴力や虐待など

の人権侵害も問題となっています。災害時における支援についても多様性を尊重しながら進めて

いく必要があります。 
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第４章 施策の推進体制 

 

すべての人が人として尊ばれ，基本的人権が保障された明るく住みよい社会の実現に向けて，

全庁的な取組の推進及び市民，県，国等多様な主体と連携を図り総合的，体系的に人権施策を推進

します。 

 

（１）庁内横断的な推進 

基本方針に基づき，人権尊重を基調とした施策を推進するため，庁内において，部署を超えた横

断的な連携の下，職員が一体となって取組を推進します。 

 

（２）市民・県・国等との連携 

基本方針に基づき，一人ひとりの人権が尊重される住みよい鈴鹿市をつくるために，市民や

県，国，ＮＰＯ等の民間団体，企業などの多様な主体との連携を図り，幅広い取組を推進しま

す。 

 

（３）基本方針の点検・見直し 

この基本方針については，あらゆる人権施策に幅広い市民の意見を反映させるため，様々な人

権に関する情報の収集と提供に努め，適宜必要に応じて見直しを行います。 

 

 

  



- 20 - 

 

鈴鹿市人権擁護に関する条例 

平成８年１２月２５日 

条例    第２６号 

（目的） 

第１条 この条例は，すべての国民に基本的人権の享有を保障し，法の下の平等を定める日本国憲

法の理念及び鈴鹿市人権尊重都市宣言の主旨にのっとり，市民の責務，市の施策その他必要な事

項を定めることにより，人権の擁護を図り，もって明るく住みよい社会の実現に寄与することを

目的とする。 

（市民の責務） 

第２条 市民は，あらゆる人権侵害に関する行為をしてはならない。 

２ 市民は，相互に基本的人権を尊重し，国及び地方公共団体が実施する人権擁護に関する施策に

協力するよう努めなければならない。 

（施策の推進） 

第３条 市は，第１条の目的を達成するために必要な施策を積極的かつ計画的に推進するよう努め

るものとする。 

２ 市は，施策の推進に関して，市民の自主性を尊重し，かつ，自立向上の意欲を助長するよう配

慮しなければならない。 

第４条 市は，人権意識の高揚を図るため，国，県及び人権関係団体との緊密な連携の下に，きめ

細かな施策を行うとともに，人権啓発指導者の育成及び啓発組織の充実に努めるものとする。 

（計画の策定） 

第５条 市は，前２条の施策を推進するため，総合的な計画を策定する。 

（推進体制の充実） 

第６条 市は，人権擁護の施策を実施するため，推進体制の充実に努めるものとする。 

（審議会） 

javascript:void(0);
javascript:void(0);
javascript:void(0);
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第７条 市は，人権擁護に関する重要事項を調査，審議するため，鈴鹿市人権擁護に関する審議会

（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会の組織，運営等に関する事項は，規則で定める。 

 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

 


